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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第25期
第２四半期
連結累計期間

第26期
第２四半期
連結累計期間

第25期

会計期間
自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日

自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日

自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日

売上高 （百万円） 102,383 77,192 189,372

経常利益 （百万円） 1,152 1,023 1,779

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 777 735 1,177

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 850 508 1,119

純資産額 （百万円） 25,215 25,652 25,485

総資産額 （百万円） 67,376 65,568 56,656

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 114.29 108.21 173.14

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） 103.74 96.69 156.99

自己資本比率 （％） 37.3 39.0 44.8

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 8,920 4,750 11,012

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △10 △0 24

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 2,150 4,112 △7,328

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 12,661 14,091 5,280

 

回次
第25期
第２四半期
連結会計期間

第26期
第２四半期
連結会計期間

会計期間

 
自　平成27年７月１日
至　平成27年９月30日

 

 
自　平成28年７月１日
至　平成28年９月30日

 

１株当たり四半期純利益金額 （円） 45.33 23.14

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。

また、当第２四半期連結累計期間において、主要な関係会社の異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

（１）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、緩やかな回復基調が続いているものの、新興国経済の減速な

どから輸出・生産面に鈍さが残り、景気回復ペースの鈍化した状態が続いております。海外経済は、イギリスのＥ

Ｕ離脱を巡って不透明感が強く、中国は、過剰設備を抱える製造業部門を中心に、成長が減速した状態が続いてお

ります。また、中国以外の新興国・資源国経済についても、一部では景気刺激策の効果がみられるものの、中国経

済の減速の波及やIT関連需要の鈍さなどから、全体としては減速した状況が続いております。

　エレクトロニクス業界におきましては、スマートフォン需要は比較的堅調で、DRAMもゲーム専用パソコン向けの

需要が拡大し、当第２四半期から値上がり傾向にあります。一方、牽引すべき次なる大型アプリケーションは出現

せず、リオオリンピックによる特需もさほど効果はなく、テレビを中心としたデジタル家電も低調気味であり、総

じて厳しい状況が続いております。

　このような状況下、当社グループは、国内ではSSD及び有機ELの拡販に努め、中国市場ではスマートフォン向け

にCIS（CMOSイメージセンサ）の販売に注力いたしました。しかし、当社グループを取り巻く市場環境は厳しく、

また、急速に進んだ円高の影響により、売上高771億92百万円（前年同期比24.6％減）、営業利益３億12百万円

（前年同期比76.7％減）、経常利益10億23百万円（前年同期比11.2％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益７

億35百万円（前年同期比5.3％減）となりました。

　当社は、米ドル建ての外貨建取引については、為替予約により為替相場の変動リスクを回避しております。急速

な円高の場合、仕入と売上の計上時の為替レート差が生じることになり、売上総利益、営業利益が減益となります

が、営業外収益にて見合いの為替差益が発生することにより、経常利益においては、概ね、契約時点で見込んだ利

益額が計上されるものです。

（当社は、「金融商品に関する会計基準」における原則的処理方法によるヘッジ会計を適用しており、特例として

の振当処理は行っておりません。）

 

また、当第２四半期連結累計期間のセグメント別の業績は、次のとおりであります。

 

（日本）

デジタル家電が総じて不調であったことに加え、サーバー向けの販売が伸び悩み、また、急速な円高により、仕

入と売上の計上時の為替レート差が生じたため、このセグメントの売上高は397億90百万円（前年同期比21.2％

減）、セグメント損失34百万円（前年同四半期はセグメント利益９億53百万円）となりました。

（海外）

価格競争により、テレビ用液晶パネルの受注が落ち込み、NANDも価格面の問題で販売が低迷した一方、経費削減

の効果もあり、このセグメントの売上高は374億２百万円（前年同期比27.9％減）、セグメント利益は４億７百万

円（前年同期比5.1％増）となりました。
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（２）キャッシュ・フローの状況

　　当第２四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローについては、主に営業活動によるキャッシュ・フローが

　増加したことにより、現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）が、前年同四半期末に比べ14億30百万円増加

　し140億91百万円となりました。

 

　　当第２四半期連結累計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

 

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　当第２四半期連結累計期間において営業活動の結果得られた資金は、47億50百万円（前年同四半期比41億69百万円

　減）となりました。これは主に税金等調整前四半期純利益の計上（10億23百万円）、売上債権の増加（47億81百万

　円）、たな卸資産の減少（23億５百万円）、前渡金の減少（10億67百万円）、仕入債務の減少（35億82百万円）およ

　び未払金の増加（97億30百万円）によるものであります。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　当第２四半期連結累計期間において投資活動の結果使用した資金は、０百万円（前年同四半期比９百万円減）とな

　りました。これは有形固定資産の取得による支出（３百万円）、無形固定資産の取得による支出（１百万円）、その

　他の収入（４百万円）によるものであります。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　　当第２四半期連結累計期間において財務活動の結果得られた資金は、41億12百万円（前年同四半期比19億62百万円

　　増）となりました。これは主に短期借入金の純増加額44億53百万円によるものであります。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

該当事項はありません。

 

（５）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因は以下のとおりであります。

　・ 市場における半導体需給（価格）の変動及び価格競争の激化

　・ 急激な為替の変動

　・ 金利の動向

　・ 仕入先及び取引先の業界における競争力

　・ デジタル家電メーカーを中心とした、事業の「選択と集中」による合従連衡の動向

　・ 震災等の災害

 

　わが国経済の先行きは、緩やかな回復を続けていくとみられ、設備投資も、企業収益が改善傾向をたどるなかで、

緩やかな増加を続けると予想されます。また、個人消費は、雇用・所得環境の着実な改善が続くもとで、引き続き底

堅く推移するとみられております。一方、中国経済については、当面は製造業部門を中心に減速感の強い状態が続く

懸念もあります。

　エレクトロニクス業界については、当面、次なる大型アプリケーションは出現せず、また、DRAM及び液晶パネル等

の電子部品は、需給環境に改善がみられ、当分タイト感が続くと予想されます。

　このような環境下、当社グループは、物量の確保に注力し、既存ビジネスを維持拡大する一方、IoT時代の到来に

向けた市場調査、種まきを実施いたします。
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（６）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　①財政状態

当第２四半期連結会計期間末の財政状態は、主要仕入先との取引条件を変更したことにより、特に預け金、買掛

　金・未払金（合計）が大幅に増加しました。

　　総資産は655億68百万円（前連結会計年度末比15.7％増）となりました。これは主に預け金が増加したことによる

　ものです。

負債は399億15百万円（前連結会計年度末比28.1％増）となりました。これは主に買掛金・未払金（合計）および

　　短期借入金が増加したことによるものです。

純資産は256億52百万円（前連結会計年度末比0.7％増）となりました。これは主に親会社株主に帰属する四半期

　純利益の計上と配当金の支払によるものです。

　②資金需要

当社グループの主な資金需要は、商品の購入代金と人件費等の販売費及び一般管理費の支払によるものでありま

す。これらの資金需要に対し、主として金融機関からの借入により調達しており、主な通貨は米ドルであります。

また、売上債権の流動化の枠組みを構築し、調達手段の多様化も図っております。なお、当社は運転資金の機動

　性を確保するため、取引金融機関と100億円のコミットメントライン設定契約を締結しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種　　　　　　　　　　類 発行可能株式総数（株）

普通株式 18,000,000

計 18,000,000

 

②【発行済株式】

種　　　類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年11月14日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式    6,802,000 6,802,000 東京証券取引所市場第一部
 単元株式数

 100株

計 6,802,000 6,802,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年　月　日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成28年７月１日～

平成28年９月30日
－ 6,802,000 － 2,054 － 1,984
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（６）【大株主の状況】

  平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

豊田通商株式会社 愛知県名古屋市中村区名駅４丁目９番８号 1,811,000 26.62

株式会社トーメンエレクトロニ
クス

東京都港区港南２丁目３番13号 1,599,000 23.50

日本サムスン株式会社 東京都港区港南２丁目16番４号 832,000 12.23

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED
STOCK FUND (PRINCIPAL ALL
SECTOR SUBPORTFOLIO)
（常任代理人　株式会社三菱東
京UFJ銀行）

245 SUMMER STREET BOSTON, MA 02210
U.S.A.
 
（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号）

608,500 8.94

EIZO株式会社 石川県白山市下柏野町153 105,500 1.55

BBH FOR FIDELITY GROUP
TRUSTBENEFIT (PRINCIPAL ALL
SECTOR SUBPORTFOLIO)
（常任代理人　株式会社三菱東
京UFJ銀行）

245 SUMMER STREET BOSTON, MA 02210
U.S.A.
（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号）

71,600 1.05

細羽　強 広島県福山市 53,100 0.78

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 44,900 0.66

株式会社SBI証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 42,900 0.63

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 41,700 0.61

計 － 5,210,200 76.59

（注）１. 発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を切り捨てて表示しております。

　　　　２. 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

　　　　　　　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社　　　　　　 31,000株

　　　　　　　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　　　  20,100株
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式        500 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式  6,800,700 68,007 －

単元未満株式  普通株式        800 － －

発行済株式総数            6,802,000 － －

総株主の議決権 － 68,007 －

（注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の株式が10株含まれております。

 

 

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社トーメンデバイス
東京都中央区晴海

一丁目８番12号
500 － 500 0.00

計 － 500 － 500 0.00

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、ＰｗＣあらた監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成28年７月１日をもってＰｗＣあらた有限責任

監査法人となっております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 908 676

受取手形及び売掛金 ※１ 34,388 ※１ 37,837

商品 11,341 8,743

前渡金 3,824 2,407

繰延税金資産 272 271

預け金 4,371 13,415

その他 783 1,454

流動資産合計 55,891 64,805

固定資産   

有形固定資産 56 53

無形固定資産 18 18

投資その他の資産 689 690

固定資産合計 765 762

資産合計 56,656 65,568

負債の部   

流動負債   

買掛金 16,065 12,264

短期借入金 ※２ 9,848 ※２ 12,728

未払法人税等 354 285

賞与引当金 123 90

未払金 4,224 13,946

その他 234 257

流動負債合計 30,851 39,571

固定負債   

退職給付に係る負債 283 306

その他 36 36

固定負債合計 320 343

負債合計 31,171 39,915

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,054 2,054

資本剰余金 1,984 1,984

利益剰余金 20,817 21,212

自己株式 △0 △1

株主資本合計 24,854 25,250

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 100 93

繰延ヘッジ損益 11 15

為替換算調整勘定 438 211

その他の包括利益累計額合計 550 319

非支配株主持分 80 82

純資産合計 25,485 25,652

負債純資産合計 56,656 65,568
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

売上高 102,383 77,192

売上原価 99,933 75,860

売上総利益 2,450 1,332

販売費及び一般管理費 ※ 1,107 ※ 1,019

営業利益 1,343 312

営業外収益   

受取利息 1 4

受取配当金 4 5

仕入割引 84 28

為替差益 － 719

持分法による投資利益 － 16

その他 4 22

営業外収益合計 95 795

営業外費用   

支払利息 52 59

債権売却損 32 7

支払手数料 9 8

為替差損 172 －

持分法による投資損失 9 －

その他 10 8

営業外費用合計 286 85

経常利益 1,152 1,023

税金等調整前四半期純利益 1,152 1,023

法人税等 364 276

四半期純利益 787 747

非支配株主に帰属する四半期純利益 10 11

親会社株主に帰属する四半期純利益 777 735
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

四半期純利益 787 747

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 14 △7

繰延ヘッジ損益 50 4

為替換算調整勘定 △2 △236

その他の包括利益合計 62 △239

四半期包括利益 850 508

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 840 505

非支配株主に係る四半期包括利益 9 2
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,152 1,023

減価償却費 39 7

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1 4

賞与引当金の増減額（△は減少） △5 △33

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 13 22

受取利息及び受取配当金 △6 △9

支払利息 52 59

為替差損益（△は益） △1 △6

持分法による投資損益（△は益） 9 △16

売上債権の増減額（△は増加） △7,248 △4,781

たな卸資産の増減額（△は増加） 6,254 2,305

前渡金の増減額（△は増加） △686 1,067

仕入債務の増減額（△は減少） 4,579 △3,582

未払金の増減額（△は減少） 5,461 9,730

その他 △304 △664

小計 9,309 5,127

利息及び配当金の受取額 6 8

利息の支払額 △52 △59

法人税等の支払額 △343 △325

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,920 4,750

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2 △3

無形固定資産の取得による支出 △8 △1

その他 0 4

投資活動によるキャッシュ・フロー △10 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,423 4,453

自己株式の取得による支出 － △0

配当金の支払額 △273 △340

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,150 4,112

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △51

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 11,060 8,811

現金及び現金同等物の期首残高 1,601 5,280

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 12,661 ※ 14,091
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　　　　（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　　　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

　　対応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した

　　建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　　　　　　これによる損益に与える影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　（税金費用の計算）

 　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

 計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　　　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）

　　を第１四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成28年９月30日）

受取手形及び売掛金 397百万円 363百万円

 

※２　当社は、資金調達の機動性確保等を目的として、金融機関４行とコミットメントライン設定契約を締結し

ております。コミットメントラインに係る借入未実行残高等は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成28年９月30日）

コミットメントラインの総額 10,000百万円 10,000百万円

借入実行残高 － －

借入未実行残高 10,000 10,000
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（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
　　至 平成27年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
　　至 平成28年９月30日）

給与手当及び賞与 379百万円 367百万円

賞与引当金繰入額 84 64

退職給付費用 21 29

賃借料 102 87

減価償却費 39 7

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 

 前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間

 
（自 平成27年４月１日
 至 平成27年９月30日）

（自 平成28年４月１日
 至 平成28年９月30日）

現金及び預金勘定 2,056百万円 676百万円

預け金勘定 10,605 13,415

現金及び現金同等物 12,661 14,091

（注）預け金勘定は、豊田通商グループ内におけるキャッシュマネジメントシステム利用によるものです。

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

　　配当金支払額

（決議）
 

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月24日

定時株主総会
普通株式 272 40  平成27年３月31日  平成27年６月25日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

　　配当金支払額

（決議）
 

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日

定時株主総会
普通株式 340 50  平成28年３月31日  平成28年６月27日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：百万円）

 報告セグメント

 日本 海外 セグメント計

売上高    

外部顧客への売上高 50,518 51,865 102,383

セグメント間の内部売上高

又は振替高
4,435 50 4,485

計 54,953 51,916 106,869

セグメント利益 953 387 1,341

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

　　　　　　　　　（単位：百万円）

　利益 金額

　報告セグメント計 1,341

　その他の調整額 2

　四半期連結損益計算書の営業利益 1,343

 

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：百万円）

 報告セグメント

 日本 海外 セグメント計

売上高    

外部顧客への売上高 39,790 37,402 77,192

セグメント間の内部売上高

又は振替高
3,587 81 3,669

計 43,378 37,484 80,862

セグメント利益又は損失

（△）
△34 407 372

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

　　　　　　　　　（単位：百万円）

　利益 金額

　報告セグメント計 372

　その他の調整額 △59

　四半期連結損益計算書の営業利益 312
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（デリバティブ取引関係）

　前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、注記を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

(1)１株当たり四半期純利益金額 114円29銭 108円21銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
777 735

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四

半期純利益金額（百万円）
777 735

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,801 6,801

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額
103円74銭 96円69銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
△71 △78

（うち連結子会社の潜在株式による調

整額（百万円））
（△71） （△78）

普通株式増加数（千株） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式で、前連結会計年度末から重

要な変動があったものの概要

－ －

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。
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独 立 監 査 人 の 四 半 期 レ ビ ュ ー 報 告 書

 

平成28年11月10日

株式会社トーメンデバイス

取　締　役　会　御　中

 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 椎野　泰輔

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 大橋　佳之

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社トーメンデバイスの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平

成28年７月１日から平成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トーメンデバイス及び連結子会社の平成28年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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